
大和市告示第３５号 

大和市特定健康診査等事業実施要綱を次のように定める。 

令和５年２月２８日 

大和市長 大 木  哲   

 

大和市特定健康診査等事業実施要綱 

 （趣旨）  

第１条 この要綱は、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号。以下「高齢者

医療確保法」という。）及び健康増進法（平成１４年法律第１０３号）の規定に基づき、市民の

生活習慣病の予防及び改善を図ることを目的として、特定健康診査等事業を予算の範囲内で実施

することについて、必要な事項を定めるものとする。  

 （健診の実施方法） 

第２条 この要綱による健康診査（以下「健診」という。）は、高齢者医療確保法第２０条の規定

による特定健康診査（以下「特定健診」という。）並びに健康増進法第１９条の２の規定に基づく

長寿健康診査（以下「長寿健診」という。）及び基本健康診査（以下「基本健診」という。）によ

り行う。 

２ 健診は、市が指定する医療機関（以下「協力医療機関」という。）において実施するものとす

る。 

 （対象者） 

第３条 健診は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める者を対象として行う。 

(1) 特定健診 大和市国民健康保険の被保険者のうち、４０歳以上（当該年度の前年度の末日か

ら当該年度の３月３０日までに４０歳に達する者を含む。以下同じ。）であり、かつ、特定健診

を受ける日において７５歳未満であるもの 

(2) 長寿健診 後期高齢者医療制度の被保険者（本市の住民基本台帳に記録されている者に限る。） 

(3) 基本健診 第７条第３項第２号又は第３号に掲げる者等の医療保険未加入者のうち、４０歳

以上のもの（本市の住民基本台帳に記録されている者に限る。） 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、同項各号に掲げる者のほか、特に必要と認めた者を健診の

対象者とすることができる。 

３ 前２項の規定にかかわらず、妊産婦、長期にわたり入院している者等及び大和市暴力団排除条

例（平成２３年大和市条例第４号）第２条第４号に掲げる暴力団員等又は同条例第７条に規定す

る暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者は、健診の対象としない。  



 （健診の内容） 

第４条 健診は、次に掲げる内容により実施する。ただし、第６号から第８号までに掲げる検査は、

医師が必要と判断した場合のみ行うものとする。 

(1) 問診 

(2) 身体計測 

(3) 血圧測定 

(4) 検尿 

(5) 血液検査（脂質代謝検査、肝機能検査及び血糖検査） 

(6) 血液検査（貧血検査） 

 (7) 心電図検査 

(8) 眼底検査 

２ 健診を受ける者（４０歳以上の者であって、健康保険組合等による健康診査を協力医療機関で

受診するものを含む。次項において同じ。）は、希望により、追加の血液検査及び胸部Ｘ線検査

を当該健診と同時に受診することができる。 

３ 健診を受ける者は、希望により大和市がん検診事業等実施要綱（令和５年大和市告示第 号）

別表に規定する前立腺がん検診及び肝炎ウイルス検診を当該健診と同時に受診することができる。 

（受診回数）  

第５条 健診を受けることができる回数は、対象者１人当たり１年度につき１回とする。 

（受診券の交付） 

第６条 市は、毎年度、当該年度の対象者（基本健診の対象者を除く。）に別に定める大和市健康

診査受診券（以下「受診券」という。）を郵送により、又は窓口において交付する。 

２ 受診券の有効期限は、市長が別に定める。 

（自己負担金） 

第７条 受診券を使用して健診を受ける場合の自己負担金は、１回につき１，２００円とする。 

２ 第４条第２項の規定により血液検査を受診する場合は、自己負担金を要しないものとし、同項

の規定により胸部Ｘ線検査を受診する場合の自己負担金は、１回につき５００円（デジタルレン

トゲン処理をする医療機関で受診する場合にあっては８００円）とする。 

３ 前２項及び次条第２項の規定にかかわらず、次に掲げる者は、自己負担金を支払うことを要し

ない。 

(1) ７０歳以上の者（当該年度中に７０歳に達する者を含む。） 

(2) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定による保護を受けている者 



(3) 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自

立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）の規定による支援給付を受けている者 

(4) 当該年度（４月１日から５月３１日までの間に健診を受診する者にあっては、前年度）の地

方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税

を含む。）が課されていない者又は市町村（特別区を含む。）の条例で定めるところにより当該

市町村民税を免除された者で構成される世帯に属する者 

(5) 東京電力福島第一原子力発電所事故に伴い本市に避難してきた者であって、市長が別に定め

るもの 

(6) 前各号に掲げる者のほか、市長が特に必要と認める者 

（受診方法等） 

第８条 健診を受けようとする者は、協力医療機関に対し、あらかじめ受診の申込みをするものと

する。 

２ 特定健診及び長寿健診を受けようとする者は、協力医療機関に対し、受診の際に受診券を提出

し、及び健康保険の被保険者証等を提示し、自己負担金を支払うものとする。 

３ 基本健診を受けようとする者は、協力医療機関に対し、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各

号に定める証明書を提示するものとする。 

(1) 前条第３項第２号に掲げる者 生活保護受給者票 

(2) 前条第３項第３号に掲げる者 中国残留邦人等支援給付の本人確認証 

 （特定保健指導） 

第９条 市長は、当該年度に特定健診を受けた者のうち、高齢者医療確保法第２４条に規定する特

定保健指導（以下単に「特定保健指導」という。）が必要であると認める者に対し、大和市特定保

健指導利用券（以下「利用券」という。）を交付する。 

２ 特定保健指導を受けようとする者は、市長又は協力医療機関に対し事前に申込みを行った上で、

特定保健指導を受ける際に利用券を提出するものとする。 

３ 特定保健指導については、自己負担金を要しないものとする。 

（受診費用の精算方法） 

第１０条 市長と協力医療機関との間における健診及び特定保健指導に係る費用の精算方法は、別

に定める。 

（譲渡の禁止） 

第１１条 受診券の交付を受けた者は、これを譲渡してはならない。 

（不正利得による返還） 



第１２条 偽りその他不正な手段により受診券若しくは利用券を取得し、又はこれにより健診若し

くは特定保健指導を受けた者があるときは、市長は、その者に対し当該受診券若しくは利用券又

は当該健診費用に相当する額からその者が支払った自己負担金の額を差し引いた額若しくは特定

保健指導の費用に相当する額の返還を請求することができる。 

（委任） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 （準備行為） 

２ 受診券の交付その他この要綱を施行するために必要な準備行為は、この要綱の施行の日前に行

うことができる。 


